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国立大学法人群馬大学教職員の在宅勤務に関する取扱要項 

 

令和 4. 3.31 学 長 裁 定 

 

（目 的） 

第１条 この要項は、国立大学法人群馬大学教職員就業規則第 38 条の２及び国立大学法人群馬大学非

常勤教職員就業規則（以下「非常勤教職員就業規則」という。）第 36条の３の規定に基づき、国立大

学法人群馬大学（以下「本学」という。）に勤務する教職員（非常勤教職員を含む。以下同じ。）の在

宅勤務に関して、必要な事項を定めることを目的とする。 

２ 在宅勤務は、教職員のワークライフバランスの推進とともに、業務の効率性の向上及び業務の継続

性の確保を目的として実施するものとする。 

 （定 義） 

第２条 この要項において「在宅勤務」とは、教職員が通常の勤務場所を離れて、情報通信機器等を利

用して通常の勤務場所と同等の業務を行うことができる環境が整備された当該教職員の自宅（介護等

その他やむを得ない事情がある場合にあっては、自宅に準じる場所等）において、勤務を行うことを

いう。 

２ この要項において「要介護状態」とは、国立大学法人群馬大学教職員の育児休業及び介護休業等に

関する規則（以下「育児休業等規則」という。）第３条第３号に規定する要介護状態をいう。 

３ この要項において「家族」とは、育児休業等規則第３条第４号に規定する家族をいう。 

（適用対象者） 

第３条 在宅勤務の適用者は、次の各号のいずれかに該当するとともに在宅勤務が可能な業務に従事す

ると学長が認めた者とする。 

（１）妊娠中の教職員で、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和

47 年法律第 113 号。）第 13 条の規定に基づき、医師等からの指導により、通常の出勤が困難であ

り、在宅勤務が適切であると指示があった場合 

（２）小学校就学の終期に達するまでの子の養育又は要介護状態にある家族の介護のため、通常の出勤

が困難な場合 

（３）大規模災害発生時の業務継続が必要な場合 

（４）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等に定める指定感染症等の拡大防止の

ため出勤しないことが適切であると認められる場合 

（５）その他通常の勤務が困難であると学長が特に認めた場合 

（在宅勤務の申請の手続） 

第４条 在宅勤務を希望する教職員は、前条第３号に該当する場合を除き、原則、当該在宅勤務開始日

の１週間前までに、在宅勤務申請書（別紙様式１）により学長に申請するものとする。また、在宅勤

務の期間を更新する場合も、同様とする。 

２ 学長は、在宅勤務の申請について、その事由を確認する必要があると認めるときは、当該申請をし

た教職員に対して、必要な書類の提出を求めることができる。 

３ 学長は、業務に支障がないと認めるときは、在宅勤務を承認するものとする。 

（在宅勤務に従事する期間） 

第５条 在宅勤務に従事する期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期間のうち、当
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該申請教職員の希望する期間について、学長が適当と認める範囲内とする。 

（１）妊娠中の教職員で医師等からの指導があった者 その指示された期間 

（２）小学校就学の終期に達するまでの子の養育を行う者 子が小学校就学の終期に達するまでの期間 

（３）要介護状態の家族の介護を行う者 対象となる要介護者への介護が不要となるまでの期間 

（４）大規模災害発生時の業務継続のため勤務を行う者 災害等が収束し、通常業務が再開するまでの

期間 

（５）指定感染症等の拡大防止のため出勤しないことが適切であると認められた者 地域の感染状況に

応じて国及び自治体等が示す警戒度を考慮し、大学として解除が適切と判断するまでの期間 

（６）通常の勤務が困難であると学長が特に認めた者 学長が特に必要があると認めた期間 

（在宅勤務の終了・変更の手続） 

第６条 在宅勤務を認められた教職員が、在宅勤務を認められた期間内に第３条に規定する者に該当し

なくなった場合は、速やかに在宅勤務終了届（別紙様式２）により学長に届け出るものとする。 

２ 在宅勤務に従事する教職員は、在宅勤務を認められた曜日について、在宅勤務日変更申請書（別紙

様式３）により事前に学長の承認を得て変更することができる。 

（給 与） 

第７条 在宅勤務を行う教職員の給与は、国立大学法人群馬大学教職員給与規則及び非常勤教職員就業

規則に定めるとおりとする。 

（労働時間） 

第８条 在宅勤務に従事する教職員の労働時間並びに始業及び終業の時刻（以下この項において「労働

時間等」という。）は、国立大学法人群馬大学教職員の労働時間及び休暇等に関する規則、非常勤教職

員就業規則、その他関係規則等に定める労働時間等とする。ただし、短時間勤務の申請、変形労働時

間制に係る労使協定等により、別に定められた労働時間等がある場合は、当該労働時間等とする。 

２ 次の各号のいずれにも該当する場合で、当該在宅勤務の労働時間を算定し難いときは、割り振られ

た労働時間を勤務したものとみなすことができる。ただし、労働時間を超えて勤務する必要がある場

合には、当該業務の遂行に通常必要とされる時間勤務したものとする。 

（１）当該在宅勤務で使用する業務用汎用システムやパソコン等が管理監督者の指示により常時通信可

能状態となっていないこと。 

（２）当該在宅勤務が、随時管理監督者の具体的な指示に基づいて行われていないこと。 

（業務報告及び勤務開始・終了報告） 

第９条 在宅勤務に従事する教職員は、在宅勤務日当日の業務の進捗状況を１日に１回以上、適切に報

告するものとする。 

２ 在宅勤務に従事する教職員は、業務開始時間及び終了時間を必ず報告しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、前条第２項により割り振られた労働時間を勤務したものとみなす場合

は、前項までの報告は要さない。ただし、労働時間の適正性の確認及び健康と福祉の確保の観点から、

別紙様式４による勤務状況等報告書を、原則、在宅勤務を行った翌月１日（１日が日曜日に当たると

き２日、１日が土曜日に当たるとき３日、１日が休日に当たるとき２日）までに提出するものとする。 

（情報の取扱い） 

第 10 条 在宅勤務に従事する教職員は、本学情報セキュリティ関係規則、本学個人情報管理規則等を

遵守しなければならない。 

（費用負担） 
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第 11条 在宅勤務によって発生する費用については、原則、在宅勤務に従事する教職員の負担とする。 

（業務災害） 

第 12条 在宅勤務で生じた業務災害については、労働基準法及び労働者災害補償保険法の定めるところ

による。 

（雑 則） 

第 13 条 この要項により難い場合、又はこの要項によることが著しく不適当であると学長が認める場

合は、特別の取扱いをすることができる。 

 

附 則 

１ この要項は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 在宅勤務に関する取扱要項（令和２年３月３０日制定）は、廃止する。 
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別紙様式１ 

（第４条関係） 

 

 

 

在 宅 勤 務 申 請 書 

 

        申請年月日    年  月  日 

学   長  殿 

 

申請者 所 属                  

職 名                  

     氏 名                  

 

下記のとおり在宅勤務を申請します。（□ 再度の申請） 

なお、実施に際し、在宅勤務によって通常発生する費用については自身において負担する

ことを了承します。 

 

記 

 

管理監督者 管理監督補助者 直接監督者 労務事務担当者 

    

１ 在宅勤務希望期間 

 

年  月  日 ～   年  月  日 

 

２ 在宅勤務をする曜日 

 

 

 

３ 在宅勤務となる理由 

（第３条各号のいずれかを記載し、詳

細を続けて記載してください） 

第３条  号に該当するため、在宅勤務を実施します。 

（詳細を以下に記載してください） 

                          

 

 

 

４ 自宅において行う業務

の内容 

 

 

 

５ 勤務場所 

（自宅以外の場合はその場所と理由を記載くだ

さい）※特別な事情がない限り自宅以外は不可 

□ 自宅    

□ 自宅以外 場所（               ） 

  理由（                    ） 

６ 職場との連絡(通信)方法 

（携帯電話、メール、Teams、Zoomな

ど） 

 

 

 

７ その他 

（特記すべき事項があれば記載して 

ください） 
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別紙様式２ 

（第６条関係） 

 

 

 

在宅勤務終了届 

 

 

   届出年月日      年  月  日 

 

学   長  殿 

 

届出者 所 属                  

職 名                  

氏 名                  

 

 

  年  月  日付けで在宅勤務を終了します。 

   理由： 

 

 

 

      記入例：育児対象の子の育児が、不要となったため。 

         介護対象の親の介護が不要となったため。 等 

 

      ※上記理由を確認するため，必要な書類を求めることがある。 

管理監督者 管理監督補助者 直接監督者 労務事務担当者 
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別紙様式３ 

（第６条関係） 

 

在宅勤務日変更申請書 

 

   申請年月日     年  月  日 

学   長  殿 

 

申請者 所 属                

職 名                

氏 名                

 

 

下記のとおり在宅勤務日の変更を申請します。 

 

記 

 

 

 

       

管理監督者 管理監督補助者 直接監督者 労務事務担当者 

    

１ 変更年月日   年  月  日 

２ 在宅勤務とする曜日 
変更前：  
        ↓ 
変更後：  



年　　　月分

所　　属

職　　名

職員番号

氏　　名

始業時刻 終業時刻

1 ： ：

2 ： ：

3 ： ：

4 ： ：

5 ： ：

6 ： ：

7 ： ：

8 ： ：

9 ： ：

10 ： ：

11 ： ：

12 ： ：

13 ： ：

14 ： ：

業務内容日 曜日 休暇等
勤務時間

記

別紙様式４（第９条関係）

勤務状況等報告書

  　　　年　　　月　　　日　

学 部 等 の 長　　殿

下記のとおり在宅勤務について報告します。
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始業時刻 終業時刻
業務内容日 曜日 休暇等

勤務時間

15 ： ：

16 ： ：

17 ： ：

18 ： ：

19 ： ：

20 ： ：

21 ： ：

22 ： ：

23 ： ：

24 ： ：

25 ： ：

26 ： ：

27 ： ：

28 ： ：

29 ： ：

30 ： ：

31 ： ：

※翌月の１日までに、各学部等の労務事務担当係へ提出してください。
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